






























































































































1932 年の商業組合法の制定、調整政策として 1937 年の第一次百貨店法の制定がそれである。




1956 年に第 2 次百貨店法が制定され、さらに同業種組合を対象とした商業組会法に変わって、
1962 年商店街振興組合法が制定されることになる。

















　第 4 の時期は、昭和 50 年代後半から平成 9 年頃にかけてでる。小売商店数減少の時代に
入ったことにより、商店街の空洞化現象が顕在化することになった時期でもある。小売商店















　第 5 の時期は、平成 10 年から今日にかけてである。この時期は、流通政策の大転換が見ら
れたことである。平成 10 年（1998 年）には、いわゆるまちづくり 3 法が制定されることに
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　研究活動の成果として、前述したように 1991 年に大学に赴任して、10 年で 1 冊成果を纏
められればとの思いでいたが、1998 年 2 月に『現代都市流通のダイナミズム』、2005 年 11























































































































































































第二空港線の交通量が 12,500 台（前計画 17,600 台）増加し、混雑度が 1. 49（同 1. 65）とな
り、前計画より改善は認められるものの、都心から空港までの所要時間が現状より、20 分
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中心市街地は、面積として市全体の約 2% 弱であるが、固定資産税額としては 20% 弱を占め
ていた。データとしては、平成 14・15・16 年度の 3 カ年分であるが、平成 14 年度に 14 億 2,800
万円（うち土地 6 億 7,900 万円）であったのが、16 年度には 13 億円（同 5 億 8,300 万円）に
低下し、この 2 年間で約 1 億 2,800 万円（9% 減）も減収したことになっていた。この間の土
地の公示価格（標準地）は中心市街地平均で 1㎡当たり 222,122 円から 178,000 円へ 2 割も低
下しており、土地の固定資産税収減に結びついている。中心市街地平均のピーク時である平




























































































流通の再生』の上梓の後の、日本流通学会設立 25 周年記念出版プロジェクト（第 1 巻）『地
域の再生と流通・まちづくり』（白桃書房、2013 年）に所収の第 1 章「地域の再生と流通理
論」と、流通経済研究会監修の『流通経済の動態と理論展開』（同文舘出版、平成 29 年）に
所収の第 8 章「流通の空間構造と都市流通システム論」との論稿を、併せて参照頂ければ幸
いである。
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